




































































































































































































































































































































































営業活動を行うのである。「Listen to the Market」が基本だとＹ氏は言う。
　また，Ｚ氏は，消費者に対するコミュニケーションの必要性を指摘する。
　Ｚ氏は，繊維事業企画管理部に在籍していた時に，新製品を取り込んで
も事業がうまくいかない現実を知ったという。素材事業の場合，コスト競
争力があって，品質が勝っていればその業界で勝てる。しかし，最終製品
の場合は，品質とコストのみでは勝てず，重要なのは，流通段階も含めた
消費者に対するコミュニケーションであるという。品質などの機能的技術
のみならず，“好きこのみ，見た目”などの演出効果の影響力も大きいこ
とから，消費者に聞くことが重要であるとＺ氏は指摘する。
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　一方，Ｘ氏は樹脂という素材を扱っているが，同様に，素材メーカーと
最終メーカーの結びつきの重要性を強調している。
　顧客や市場ニーズを分析することの必要性は，繊維事業であれ，新規事
業であれ，どの事業にも共通している。また，素材を扱っていようと，最
終製品を扱っていようと同様である。しかし，ここで取り上げたように，
繊維事業で行われていた提案型の営業活動は，電子情報機材事業やACE
事業では難しい。十分に将来が見通せない事業における提案型の営業活動
はリスクが大きいからである。なぜなら，最終メーカーの要望に合わせた，
あるいは希望する製品が作り出せるかどうかわからないからである。
　このことは，繊維事業で行われてきた仕事の進め方が，新規事業分野で
は十分に活用できないということを暗に示している。普通であれば，新規
事業においても繊維事業で行ってきた方法を活用するに違いない。新規事
業に見合った方法を新しく取り込んでいくよりも，繊維事業で行ってきた
仕事の進め方や考え方を新規事業に適応させようと考えるのではないのか。
ここでは，繊維事業での仕事の進め方をそのまま活用することで生じるで
あろう問題点，提案型の営業活動を行うことで生じることが予想されるリ
スクや素材と最終製品を取り扱うことによる違いなどを考慮した上で，新
規事業でどのように仕事を進めていったらよいのかを考え直した結果，顧
客や市場ニーズを分析するためのアプローチの仕方を変えたのである。顧
客や市場ニーズを探るという仕事の根底部分は変わっていないが，その仕
事に対する取り組み方や考え方が異なっているのである。
　顧客やマーケットのニーズに応えるには，それだけ業界のより深い知識
や的確な判断が必要とされている。それぞれの事業に合わせた顧客や市場
ニーズの分析が，事業部長には求められている。
③　設備投資案件の検討
　設備投資案件の検討については，装置産業からの発想の転換が重要であ
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る。装置産業というイメージから発想を転換するには，繊維事業の中にい
てはできない。“素材提供型”事業ではなく，新規事業分野，最終製品を
扱う事業分野に移動しなければ，そういった発想の転換はできない。
　電子情報機材事業部門へ移動しているＹ氏は，こう指摘する。
　設備投資に関しては，装置産業の発想があるために償却期間が長いのが
現状であるという。例えば，カラー・フィルターや検査機器などの製品は
日ごとに変化している。カラー・フィルターであれば，用途が多様化した
り，高性能の製品が求められたりする。また，検査機器であれば，より細
かいゴミや埃まで発見できるような製品が求められている。そういった状
況に設備がついていっていないという。つまり，Ｙ氏は，電子情報機材事
業の投資採算性の悪さを指摘する。
　電子情報機材事業は，繊維事業とは異なり，取扱製品のライフサイクル
が大きく異なっていよう。その上，製品の陳腐化が早く，より高機能なモ
ノ，より安いモノが次々と要求される。収益が上がったと思うと，すぐ次
のモノに取って代わられるというのが実態である。設備投資案件の検討に
際しては，繊維事業に携わっていてみえなかった問題点を踏まえた上で，
装置産業からの発想の転換を図るとともに，いかにタイミングよく設備投
資を行うかといった行動力が求められている。
　Ⅳ。おわりに
　本稿では，“経営の多角化”という事業環境の変化といった背景のもと
に，総合化学メーカー（ＲＹ社）の本業部門である繊維事業本部を取り上
げ，ここ数年間そこに在籍していた部長職クラスの移動の実態を明らかに
するとともに，そういった移動に伴って彼らの仕事や役割，技能がどのよ
引こ変化しているのか，ということについて考察を進めてきた。言い換え
れば，昨今の事業環境の変化を背景に，本業である繊維事業本部から繊維
事業以外の新規事業部門へ人材移動がなされているのではないかという推
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測のもとに，まずその実態を明らかにし，本業での経験によって培われた
技能やノウ・ハウを彼らがどのように活かしているのか，ということを考
察するものであった。
　これまでの分析や考察で明らかになったことを，以下にまとめてみる。
しかしながら，ここでの結論は，机上の分析と３人という少人数の聞き取
り調査によって見出されたものであることをあらかじめ指摘しておく。
『会社人名録』による実態の整理
　繊維事業本部を超えた移動は，３つのパターンに分けられる。第１の移
動パターンは，繊維事栗本部内の組織（事業部門や事業部）の統廃合，およ
び他部門への組織移管に伴う移動である。第２の移動パターンは，繊維事
業本部から直接他の事業本部，あるいは事業部門に移動している場合であ
る。第３の移動パターンは，繊維事業本部から関係会社へ出向してから，
他の事業本部や他の事業部門へ移動している場合である。第２の移動パタ
ーンや第３の移動パターンは，移動先のほとんどが新設された事業本部，
あるいは事業部門である。
　また，移動の要因は以下の４点にまとめられる。
　第１に，本業である繊維事業の縮小に伴い繊維事栗本部内におけるポス
ト不足（組織の統廃合や他部門への組織移管も含めた）が生じたことによる新
規事業分野への移動，第２に，これまでの実績や繊維事業での経験によっ
て培われた仕事上のノウ・ハウや管理システムなどを活かすために行われ
る新規事業分野への移動，第３に，将来の経営幹部候補として育成するた
めにキャリア形成の一環として行われる新規事業分野への移動，第４に，
上司との人的関係によって生じた新規事業分野への移動である。
先行研究へのアプローチ
①　なぜ上位職位なのか
　　　　　　　　　　　　　　　－189－
　化学産業に属するJH社を取り上げた佐藤論文（1997）の中では，課長
や部長といった上位職位の移動の実態に焦点を当てた。この中で，JH社
において繊維事業本部からプラスチック事業本部への移動がみられるのは，
プラスチック事業本部が比較的新しい事業本部であり，上位職位は事業本
部内から人材を供給できず，そのため歴史があり人材が蓄積されている繊
維事業本部などから人材が配置されているため，ということが明らかにさ
れていた。なぜ，課長や部長といった上位職位は，このような部門を超え
た移動が可能なのか。そこで，前に以下のような推測を提示した。
　第１に，顧客や取引先をまわるといった一般的な営業活動よりマネジメ
ント業務が中心となるために，そういった移動を行ってもさほど影響がな
いからなのか。第２に，これまでの経験や様々な技能の蓄積があるために，
部門を超えた移動を経験してもそういった状況の変化に十分適応できる人
材だからなのか。その他，単に優秀なだけなのか，あるいはポスト絡みな
のか。
　まず，その要因の１つとして佐藤論文で明らかにされているように，新
規事業部門の新設時期とその成長段階を考慮すると，新規事業部門（例え
ば，ＲＹ社ではプラスチック事業本部や電子情報機材事業部門,ACE事業部門な
ど）では，繊維事業本部と比べて当該事業部門内における内部昇進者がい
ないというのは当然のことだと考えられる。具体的な数値は示さないが，
部門別売上高構成比率の推移をみても，80年代の前半までは繊維部門がほ
ぼ７割近くを占めていることから，入社した新卒社員の大半は繊維事業に
配置されているものと推測される。つまり，繊維事業以外の新規事業分野
への配置が多くなってきたのはそれ以降であり，彼らがほんの10年足らず
で部長職クラスにまで昇進しているとは考えられない。こういった状況か
ら考えても，繊維事業から新規事業分野への移動は，若年層より課長や部
長といった上位職位の人が中心であるといわざるを得ない。しかしその一
方で，部長クラス未満の人が部門を超えた移動を経験しているのか否かと
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いうことも問題になるが，その実態についてはくわしくつかめていない。
　また，ここで触れておかなければならないのは，ＲＹ社における出向の
位置づけである。ＲＹ社では，出向が積極的，戦略的に活用されており，
営業系，経理・管理系を問わず，出向経験が不可欠とされている。なぜ，
そのことが本業から新規事業分野への移動に関係していると考えられるの
か。
　繊維事業を例に取るならば，繊維事業本部に在籍していたのち出向し，
出向から復帰後，新規事業部門へ移動している人が多くなっているという
実態がある（第３の移動パターン）。繊維事業から外部の関連会社へ出向さ
せ，その後他の新規事業分野へ移動させる。人材を動かす側にしてみれば，
繊維事業本部から直接，他の新規事業部門へ移動させるならば，繊維事業
と何らかの関連性をもった新規事業分野へ移動させるに違いない。その方
が，繊維事業での経験によって培われた技能やノウ・ハウを十分に活かす
ことができるし，その事業環境にも容易に適応させられると考えられるか
らである。しかし，繊維事業とはまったく異なる新規事業分野へ移動させ
る場合（Ｘ氏やＹ氏の事例）には，出向を経験させてから新規事業部門へ移
動させようと考えるのではないだろうか。なぜなら，出向経験によって，
事業や組織環境の変化への適応力のみならず，出向先での実績に対する評
価や関連会社でのマネジメントの経験など，そういった能力の有無を見分
けることができるからである。つまり，出向経験によるそういった裏づけ
が，新規事業分野への移動の１つの指標となっていると考えられるのであ
る。
　確かに，中には繊維事業本部から外部の関連会社へ出向し，出向から復
帰後に再び繊維事業本部に復帰している人もいる。彼らと比べると，キャ
リア・パスがそれたとも考えられるが，他の新規事業分野へ移動している
彼らは，当該事業部門内での昇進をしている人材と同様に優秀だと思われ
る。職研調査（1988）では，経営の多角化に際しての雇用管理上の問題に。
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既存事業から新規事業へ優秀な人材を出しにくいといった点が指摘されて
いた。しかし，不確実性の多い新規事業分野に，既存事業から優秀な人材
を出さなければ新規事業はうまく立ち上がらないし，軌道にも乗せること
ができないのではないのか。新規事業分野で仕事を行うに際して重要な何
か，あるいは必要とされている能力，例えば，新規事業分野に対する適応
力，本業での経験の深さ，不確実性に対処できる能力，当該事業における
行動力と意志決定のスピードなどを持っており，それを十分発揮できると
認められたからこそ移動が行われているに違いないのだ。
　その他，マネジメント業務が中心だから移動しているとも言い難い。な
ぜなら，本業部門から新規事業部門への移動によって，それまでの役割と
大きく異なることが予想されるからである。中でも，おかれた事業環境の
違いによって役割が大きく異なることは容易に考えられ，とりわけ，移動
当初は自らが率先して動く機会が多く，またマネージャーよりもプレイン
グ・マネージャーとしての役割が大きいことから，マネジメント業務が中
心だから部門を超えた移動が可能だ，という結論は十分とはいえない。
　以上のように，部長職クラスの部門を超えた移動が生じた要因には，
様々な問題が互いに影響し合っていた。それぞれの要因どうしが関連し，
相まって生じた移動であるということが結論としていえるのではないだろ
うか。
②　部長職クラスのキャリア
　次に，中野論文（1995）では，部良職以降のキャリアの特徴として，部
長職以上は人間を中心にした管理が主要業務になるということ，部下を通
じていかに組織を運営するかということ，実務的な専門能力を基盤にして
変化にどう対応できるか，多様な業務にいかに対応できるか，自己の持つ
知識や経験をベースにしてどの程度深く読み取れるか，の３つがあげられ
ていた。では，部長職以上は本当に人間を中心にした管理が主要業務にな
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っているのか。
　今回の対象である，本業から新規事業分野へ移動している事業部長を例
にとるならば，人間を中心にした管理が主要業務になっているというより
は，それよりも増して，実際に現場に出て行う直接業務の方にウェイトが
おかれているのではないだろうか。なぜなら，前にも述べてあるように，
それまでとは異なる事業分野で仕事をしなければならないし，マーケット
や顧客も異なる上，事業部長として求められる役割も大きく異なっている
からである。本業から新規事業へ移動している事業部長は，自ら率先して
動く機会，つまり現場に出る機会を多くし，本業での経験によって培われ
た技能やノウ・ハウをベースにして，そういった環境の変化にどのように
適応していくのかということを直接業務を通じて身につけていくのではな
いのか。人間を中心にした管理というのは，そういった仕事を行っていく
上での１つの手段として考えられるのではなかろうか。
　このように，部長職以降のキャリアは，それまでの本人の経歴や仕事な
どの内的な環境変化や，異なる部門への移動やそれに伴う人的関係，組織
形態などの外的な環境変化によって大きく変わってくるものと推測される。
　また，中野論文では，部長職就任以降のキャリアに関連して，人的関係
の広がりについても指摘されている。人的関係の広がりをみると，繊維事
業本部から他の事業本部や事業部門へ部門を超えた移動や出向などを経験
したことによって，社外的にも社内的にも広まっていよう。しかし，聞き
取り調査でも明らかになっていたように，社内に目を向ければ，現在の部
署や職位に就くことに際して，それまでに形成されてきた人的ネットワー
クが大きな影響を与えているというのは言うまでもない。このことから，
部門を超えた移動を経験したことによって表面的な人的関係が広がりをみ
せている反面，自分のキャリアに影響するような目にみえない人的関係は
それまでと変わらず狭いといえよう。
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③　経営の多角化とキャリア管理
　呉服チェーンの多角化戦略とキャリア形成の特徴を論じた本田論文
（1997）では，多角化戦略が進められる中で，多角化した商品分野別のキ
ャリア管理ではなく，商品分野を越えた移動を含むキャリア管理の必要性
と，それまでの経験を活かし，それを他の商品分野で能力発揮させること
の重要性が強調されていた。
　ＲＹ社の場合でも，本業から新規事業分野への移動がみられ，本業の経
験によって培われた技能やノウ・ハウが活かされているという実態が明ら
かになった。確かに，多角化がそれまでの事業の延長線上にあたる事業分
野へ進出するものであるのか，あるいはそれまでの事業とはまったく異な
る事業分野への進出であるのかによって，本業の経験によって培われた技
能やノウ・ハウの活かされ方も異なるであろう。しかし，多角化が成功す
る要因には，本業で培われた技術やノウ・ハウ，人材などを新規事業分野
でどれだけうまく活用できたか，といったことがその裏に潜んでいるもの
と考えられる。
　今後も多角化が進行していく中で，ＲＹ社においても各事業本部や事業
部門ごとのキャリア管理のみならず，部門を超えた移動を含めた横断的な
キャリア管理が必要であろう。そうすることによって，企業内における新
しい雇用機会が創出されるとともに，それまでの経験によって培われた技
能やノウ・ハウの応用や深化が可能となり，当人のキャリア形成にも大き
な影響を与えるに違いない。しかし，それにはある程度の経験と専門能力
の蓄積などは当然のように必要であり，一方で，いかにしてそういった能
力発揮の機会を提供するのかといったことが大きな問題となっていよう。
技能の内実
　技能の内実については，事業部長の仕事の一部である「事業戦略の立
案」，「顧客や市場ニーズの分析」，「設備投資案件の検討」の３つに着目し。
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本業である繊維事業と移動先の事業分野における仕事の変化と，その繊維
事業での経験が移動先の事業分野でどのように活かされているのかをそれ
ぞれ考察した。
　事業戦略の立案に際しては，現状を的確に把握することの重要性が指摘
されている。不確実性の多い新規事業分野では，現状を的確に把握するこ
とがより重要さを増しているということを，繊維事業での経験から感じ取
り，それを移動先の事業分野で活かしている。
　顧客や市場ニーズを分析することの必要性は，繊維事業をはじめ，どの
事業においても共通しているが，その仕事に対する取り組み方や考え方に
大きな違いが生じている。例えば，繊維事業で行われていた提案型の営業
活動は，電子情報機材事業やＡＣＥ事業では難しい。なぜなら，双方の事
業にとって，十分に将来が見通せない事業における提案型の営業活動はリ
スクが大きすぎるからである。顧客や市場ニーズの分析については，繊維
事業での仕事の進め方をそのまま活用することで生じるであろう問題点，
提案型の営業活動を行うことで生じることが予想されるリスクや素材と最
終製品を取り投うことによる違いなどを考慮した上で，新規事業でどのよ
引こ仕事を進めていったらよいのかを考え直した結果，顧客や市場ニーズ
を分析するためのアプローチの仕方を変えたのである。つまり，顧客や市
場ニーズを探るという仕事の根底部分は変わっていないが，その仕事に対
する取り組み方や考え方が異なっているということである。
　設備投資案件の検討については，装置産業からの発想の転換が重要であ
る。こういった発想の転換は，繊維事業に携わっているだけではできない。
繊維事業に携わっていてみえなかった問題点を踏まえた上で，装置産業か
らの発想の転換を図るとともに，いかにタイミングよく設備投資を行うか
といった行動力が求められていよう。
　以上のように，本業である繊維事業から新規事業分野へ移動していると
はいえ，事業部長としてこなすべき仕事そのものはほとんど変わっていな
　　　　　　　　　　　　　　　－195－
いが，その仕事をこなすために必要とされている技能は異なっている。し
かし，その技能の根底には，本業の経験によって培われた技能やノウ・ハ
ウがあるのは言うまでもない。
　企業が“経営の多角化”を進めていく上での大きな課題は，それまで培
ってきた技術やノウ・ハウ，人材をいかに活かしていくかである。これま
での事業の延長線上でいくのか，これまでの事業とはまったく異なる事業
分野でいくのかによって，それらの活用のされ方も異なっていよう。しか
し，これまでの事業，すなわち本業部門には，新規事業分野に移しても十
分に適応可能な人材や管理システム，仕事への取り組み方，考え方などが
あるに違いない。それをいかに見出し，新規事業分野にあてはめていくの
かが今後の大きな課題となっていよう。
　その一方で，本業で経験することの重要性がどういった点にあるのか。
それぞれの事業環境に適応した行動基盤があるのは言うまでもなく，聞き
取り調査でも指摘されたように，本業での経験が新規事業分野で十分に活
用できるとも限らない。そこを明らかにすることも必要であろう。
　企業がこれまでの本業部門だけに頼っていられない状況の中で，市場や
顧客の変化に対応した製品やサービスの開発とともに，事業環境の変化に
対応できる人材の適応力や行動力が求められている。しかしながら，不確
実性の多い新規事業を担い，そこで仕事をこなすために必要な経験や技能
を持った人材は少ないと思われる。
　現在の企業競争力の源泉は，本業の事業力にある。本業を支える，また
構成する技術力や人材などに強さの源があるのだ。本業の経験によって培
われた技能やノウ・ハウに基づいた発想の深化こそが，これから重要にな
るのではないか。
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